
－研究－

　　北海道における製材工場の地域的適正配置（1）

　　　　　　　　　　　　　　　　　小　杉　隆　至

　　　　　        現在，北海道においては，業界を中心に関係官庁が協力して，製材業構造改善事業を実施
　　　　　中である。この事業のなかにはいろいろな問題が含まれているが，その一つとしで慢性化し
　　　　　ている過当競争の排除があり，その対策として過剰設備整理による操業度，労働生産性の向
　　　　　上をあげることができる。全道的にみてその生産設備なり，工場数を木材資源及び製材需要
　　　　　に見合うものにすることはもちろん重要であるが，さらに製材工場は各地に分布しているの
　　　　　で，地域的にどのように配置されるのが合理的であるか検討を加えてみることも必要であ
　　　　　る。
　　　　　　北海道の製材業は，豊富なる森林資源を背景に，木材産地として発展してきた。その間好
　　　　　況不況の波はあったにせよ，需要は増大する方向で推移し，出材は消費地より遠ざかった。
　　　　  それにつれて製材工場も産地に新設され，一方において消費地製材工場も需要に直結した形
　　　　　で存在し，競争が激化した。しかるに35年ころより，素材の輸入が除々にではあるが増加
　　　　  し，39年には国有林が森林蓄積の悪化を理由にわずかではあるが減伐方針を打ちだしたの
　　　　  で，これを契機として立地条件は消費地に近い臨海工業地域に移動していると考えられる。
　　　　　以上のことからここで全道をいくつかの地域に分割して適正配置を検討する。

  1．問題とモデルの設定

  1．1  分析手法

　分析手法としては，イ）全体としての均衡体系を考

える巨視的分析（macro－analysis）と，ロ）個々の

主体の行動原理を通じて一般均衡に導く微視的分析

（micro－analysis）があるが，この場合には個々の企

業について分析するのではなく，あくまでも製材業界

全体として考えるので，分割された地域がそれぞれ独

立なものであってはならず，より大きな地域全体内に

おける生産流通という姿としてとらえなければ意味を

なさなくなる。したがって，今回は巨視的分析による

のが妥当と考える。またこの種類似の論文をみても同

様の手法がとられている。

　巨視的分析を合理的に実施するため，分布に影響す

る諸要素をできるだけ計数的にとらえて，数式モデル

を作成し，電子計算機によって解を求めた。モデルの

設定から計算までは、簡単なリニヤー・プログラミン

グの手法によることにした。モーゼスその他による産

業適正配置の分析1),2）では，各種産業を包含している

ため，産業連関分析の手法をとり，輸送問題として

モデルを作成している。これに対して本研究で対象と

しているのは，製材工場が中心であるから，原木の生

産から製材消費までであり，業種でいうと造材業，製

材業それに輸送業の一部である。したがって産業連関

分析の手法をとるまでもないと考えた。またダイナミ

ック・プログラミングの手法も考えられるが，多少計

画変数を多くすることにより，簡単なリニヤー・プロ

グラミングの手法でまとめた方が，理解しやすいと考

えた。

  1．2　地域区分

　巨視的分析手法をとるため，北海道内の特定地域を

抽出するのではなく，全体を分割していくつかの地域

に分け，その分け方は支庁単位による14地域に区分す

るのが，各種統計資料の利用，結果と現実の比較，さ

らに計算する場合にも適当な分割であると考える。

  1．3　対象期間

　適正配置は，製材工場の側ばかりでなく，後述の外

部要因（素材の生産・輸入，製材需要など）にも影響

を受けるので流動的である。

　今回はまず，すでに実績の集計が発表されている42
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年度について適正配置を求め，実態との比較検討を試

みた。その結果によって将来の特定時点について推定

値を入れて再度分析する予定である。

   1．4　分析モデル

　  i）最適化について

　製材工場の地域的適正配置を考えるにあたっては，

何をもって最適であるかを定めなければならない。さ

きにも述べたごとく，北海道における製材業全体につ

いて考えることを前提として，その利益の総額，利益

率，付加価値を高めるということもあり，また売上高

とは関連させないで経費を最小にするということも考

えられる。最適化からみるならば製材需要をみたし，

利益額を最大にするのが理想ではあろうが，そのため

にはかなり立ち入った調査または資料が必要となるの

で，今回は費用最小化をねらった。

　  ii）立地因子

　一般に立地因子として輸送費，労務費，集積があげ

られるが，このうち集積の利益については，現実的な

計数把握が困難であるのでとりあげないことにした。

道内の現状をみると，消費地における製材工場は，需

要に直結した形で運営され，その存在意義を認めるこ

とはできても，木材を有効に利用するコンビナートと

いったものはまだまだこれからの感がある。したがっ

て輸送費，労務費だけであり，重量減少原料という性

格から，産地では素材生産に見合った能力が必要で現

有設備がたりないところは，その分だけ近くの能力過

剰地域あるいは大消費地に移送することになる。これ

に対して輸入材は港湾地区で消費され，輸送費のかか

る内陸地区には移動しない。一方，労務費の立地に対

する影響はそう大きくないと予想される。

　  iii）樹種について

　樹種の区分は針葉樹と広葉樹とに大別した。広葉樹

については樹種も多く，それぞれ価格，用途，木取法

など特徴をもっているが，広葉樹はまとめて一種類

とし，樹種による相異は考慮しないこととした。また

南洋材についても製材品は一部建築，建具用などに用

いられ，道産針葉樹製材品と競合する面もあるが，こ

こでは広葉樹として取扱った。

　  iv）数学モデル

　以上のことからモデルをつぎのとおり作成した。

　まず目的式であるが，輸送費と労働費を最小にする

ということから，解として導くべき変数を輸送量Sと

原木処理量Ⅹとした。輸送費は，輸送量Sと単位当り

輸送費Ⅴとの積として求め，労働費は原木処理量Ⅹと

単位当り所要労働費bの積として求めることができ

る。また輸送費は，素材iと製材jの二種類に区分し，

さらに針葉樹と広葉樹に区分した。労働費についても

針葉樹と広葉樹に区分した。目的式をZとするとつぎ

のように示すことができる。

ただし、

　Vipq：p地域からq地域へi素材を1単位輸送する費

　　　　用

　Sipq：i素材のp地域からq地域への輸送量

　Vjpq：p地域からq地域へj製材を1単位輸送する費

　　　　用

　Sjpq：j製材のp地域からq地域への輸送量

　 bi
p：p地域におけるi素材を1単位処理するに必要

　　　　とする労働費

 　Xi
p：p地域におけるi素材の処理量

 　　i：素材の針広別

   　J：製材の針広別

とする。これだけであると，素材輸送量Si，製材輸送

量Sj及び素材処理量Xがそれぞれ0のとき，目的式は

最小になるので制約条件式をつぎのように設定した。

　すなわち，素材及び製材に関する地域別の需給関係

を示すものと，地域別の素材処理量が当該地域の素材

処理能力を超えないという条件である。

　まず製材については，各地域の需要を完全にみたす

ことを条件として需要と供給のバランスをとることを

制約条件式とした。
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ただし

　Ej
p：P地域からのj製材輸移出量

　Yj
p：P地域におけるj製材需要量

  Ri：i素材からの製材歩止り

　すなわち（1）式の左辺はP地域における製材の需要の

総量を示し，右辺は供給の総量を示す。このような制

約条件式を14地域について針広別に28コ作成する。P

地域における需要量Yj
p，およびP地域からの輸移出

量Ej
pについてはすでに42年度の実績から推定でき

る。これに対して，地域内製材生産量Ri･Xi
pの方が

大，すなわち

　Yj
p＋Ej

p＜Ri･Xi
p

であるならば供給過剰となり，他の需要過大地域へ輸

送することとなり，他地域への輸送量Sj
pqがいくらか

の値となる。逆に

　Yj
p＋Ej

p＞Ri･Xi
p

ならば，需要を満すため不足分を他地域からの輸送

Sj
qpによらなければならない。

　このように製材について過不足を補なうこともでき

るが，一方では素材消費量で調整することもできる。

すなわち，素材の地域間輸送によって製材需要に見合

う素材消費量Xi
pに増減することができる。このため

素材の需給関係を制約条件式としてつぎのように設定

第1図　インプット・データ・ソース

した。

　ただし
　Li

p：P地域におけるi素材の生産量
　Ii

p：P地域におけるi素材の輸入量
素材の供給量は地域内生産量Li

pと輸入量Ii
pの和で

あり，需要量はXi
pである。その過不足分については

他地域への輸送量ΣSi
pq，または他地域からの輸送量

ΣSi
qpによってバランスを保つことができるようにし

た。
　素材処理量Xi

pについては，またその地域の生産設
備能力に直接制約されるので，設備による制約条件式
を設けた。

　ただし

　ai：素材処理能力係数

　Kp：P地域における素材処理能力

　素材処理にあたっては，針葉樹であるか広葉樹を処

理するかによって，同じ設備を使用しても，単位時間

当り処理量が異なるので，能力係数を用いて針葉樹に
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換算した。地域別素材処理能力についても同様，針葉

樹を基準とした。

　以上3種の制約条件下で，目的式の値が最小となる

ような輸送量Si
pq，Sj

pq及び素材処理量Xi
pを求める

ことにした。

　2．インプット・データ（第1図参照）

　2．1  輸送費

　Vi
pq，Vj

pq（i＝1，2 j＝i＋2＝3，4 p，q＝1，2……14）

輸送については，貨車輸送とトラック輸送があり，最

近の道路網整備により，次第にトラック輸送のウェイ

トが高まっている。このため，地域間輸送費として国

鉄貨車運賃のみを基にすることは不充分であるが，輸

送費の性格をもっとも一般的にあらわすものとして鉄

道費パターンを選んだ。また全道を支庁別に分割して

14地域にしたのであるが，1地域でもひろがりがある

ので，地域間輸送距離を算定する場合には，支庁所在

地を中心と仮定して，平均輸送距離を算定した。その

他については，日本通運株式会社の通運事業運賃料金

及び日本国有鉄道貨物運送規則により，素材と製材に

第1表　地 域 間 素 材 輸 送 費　S1pq，S2pq         m3 当り円

第2表　地 域 間 製 材 輸 送 費  S3pq，S4pq          m3 当り円
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ついて針広別地域間単位材積あたり輸送費を第1表及

び第2表のとおり算定した。なお，同一距離の輸送に

おいて針葉樹製材の輸送費を基準（1.00）とした場

合，広葉樹製材輸送費は1.31，針葉樹素材輸送費は

1.20，広葉樹素材輸送費は1.45の比率になっている。

　2．2　生産能力　KP（p＝1，2･････････14）

　地域別製材生産能力（＝素材処理能力）は，製材機

械設備とその能力を基礎として算定した。すなわち機

械設備は道林産課資料及び林業統計より求め，設備能

力については，当場の製材試験結果3）を基礎として，

地域別製材生産能力を算定した。これに対して，現実

には原木不足などの理由により操業度低下を余儀なく

され，人員を少なくして対応している。したがって，

設備の稼働率も低下しているのであるが，このような

実績をもって能力とすることは危険であるので，稼働

率低下分は潜在的生産能力と考えて算定した。

　またさきの研究では，設備能力の算定にあたって

は，機械設備が充分稼働できるような理想的な状態を

想定して算出したのであるが，現実には老朽設備，熟

練工不足，冬期間の能率低下など，さまざまな問題を

含んでいるので，さきの標準処理能力の20％減と評価

した（第3表〔1〕）。

第3表　イ　ン　プ　ッ　ト　・　デ　ー　タ

　2．3　針広能力比　ai（i＝1，2）

　製材生産能力を素材処理能力で示すことにしたので

あるが，同一設備人員をもってしても，針葉樹と広葉

樹ではさまざまな条件により処理材積が異なる。また

広葉樹については，樹種別に細分するならばさらに差

も出てくるのであるが，計算規模の関係で広葉樹は1

本にしぼり，当場の製材試験結果4），5）および従来の経

験から，針葉樹1に対し広葉樹は1.25とした。

　2．4　製材歩止り　Ri（i＝1，2）

　製材歩止りは，針葉樹と広葉樹に大別し，林業統

計6）より素材消費量と製材生産量から算定した。地域

的にみるならば，一般には，素材産地では比較的歩止

りが低いのに対し，消費地では小物まで有効に利用さ

れ，需要もあるところから当然歩止りもよいと考えら

れるが，地域別の段階を設定するのは困難であるの

で，全道一律に針葉樹68％，広葉樹58％とした。

　2．5　労働費　bi
p（i＝1，2　p＝1，2･･･14）

　労働費は，道労働部調査による「中小企業賃金実態

調査7）」から地域別製造業平均賃金を参考にして，地

域別格差を設定し，生産能力，針広能力比，労務費の

製材コストに占める割合等を参照して，針広別，地域

別に素材処理単位材積当りに換算して設定した（第3

表〔2〕，〔3〕）。

　2．6　製材輸移出量Ej
p（j＝3，4  p＝1，2･･････14）

　地域別輸移出量は，道総合経済研究所調査による40

年度分を参考に地域別出荷量の構成比を求め，林業統

計による道全体の輸移出量にわりかけて推定した（第

3表〔4〕，〔5〕）。

　なお現実には，素材での輸移出もみられるのである
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が，木材工業界としては，製材その他に加工 して輸移

出するのが望ましいとい う立場から素材の輸移出を含

めなか った。

2 ．7 素材輸入量 ギ（i＝1，2 p＝1，2…・…‥14）

素材輸入量については，林業統計及び林産課内部資

料を参考 として，樹種別，港別に輸入量を調査 し，そ

のうち製材用だけをとりあげた。なお，南洋材につい

てほ輸入量の30％を製材 用 と した（第 3 表〔6 〕，

〔 7 〕）。

なお素材の移入については，量的にも地域的にもわ

ずかであるので無視 した。

2・8 製材需要量y 言（j＝3 ，4 P ＝ 1 ，2 …14）

地域的製材需要量ほ，輸移出量と同様に，総合経済

研究所調査による40年度分を参考にして，林業統計に

よる道内全需要量を地域別に配分した（第 3表〔8 〕，

〔 9 〕）。

2・ 9 素材生産量 L 言（i＝ 1 ，2 P ＝ 1 ，2 …14）

全体の素材生産量は，針広別に林業統計より求め，

地域別には林産課の内部資料により調整 した（第 3 表

〔 1 0〕， 〔 1 1〕）。

3 ． ア ウ トプ ッ ト・ デー タ

さきに述べた計算式にインプット データを加え計

算により算出しようとするのほ，各地域の製材需要を

みたしながら，全体の輸送費，労働費を最小にすると

ころ の

イ）地域別針広別素材処理量

ギ（i＝1，2 p＝1，2‥…‥‥14）

ロ）地域間針広別素材輸送量

ギq（i＝1，二2 p，q＝1，2・‥…14）

ハ）地域間針広別製材輸送量

S 言q （j＝ 3 ，」4 ，p ，q ＝ 1 ，2 ‥‥‥14）

であ り，派生的に

ニ）労働費の総額

ホ）素材輸送費

へ）製材輸送費

などを得ることができる。

ト）地域別製材能力の過不足は，イ）地域別針広別

素材処理量がきまれば，能力との差として算出され，

ニ）製材工場必要数は同様に処理量に見合 うものにな

り，工場数に換算する場合にほ，一工場当 りの処理量

すなわち規模を決めることによって工場数を算出する

ことができる。
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北海 道 労働 部 ；中 小企 業 賃金 実 態調 査 報告 書 昭和 43年2月

沢田 成爾 ；北 海道 の 木材 産 業に おけ る基本 情 勢 の 変 化 とそ

の対 策 の方 向， 木 材の 研 究 と普 及 1 月 号 （196 9）

一読験部 経営科－
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